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市税

6,430

(38.2)

国・府支出金

4,211

(25.1)
公債収入

1,328

(7.9)

譲与税・交付金

679

(4.0)

地方交付税

370

(2.2)

地方特例交付金

19

(0.1)

その他

3,777

(22.5)

人件費

1,969

(11.7)

扶助費

5,186

(30.8)

公債費

2,398

(14.3)

経常的施策

経費及び管理費

1,525

(9.1)

特別会計繰出

金等

3,050
(18.1)

投資的経費

2,686

(16.0)

 資料1 予算規模（一般会計） 
      （平成26年度予算） 

(歳 入)  1兆6,814億円  (歳 出) 1兆6,814億円 

 平成２６年度一般会計予算（当初＋5月補正※１）の規模は、１兆6,814億円 

 こども・教育・女性といった現役世代への重点投資や府・市で一体化した「大阪の成長戦略」 

など大阪の成長に向けた取組みを推進していくとともに、市民生活の安全・安心の確保や 

区の特性や地域の実情に即した施策の展開など、活力ある大阪の実現に向けた政策を推進する 

一方で、府・市間も含めた行財政改革を強力に推進していくために必要な経費を計上 

（※）その他は、 

   繰入金 

   使用料・手数料 

   諸収入等 
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単位：億円 

（構成比：％） 

単位：億円 

（構成比：％） 

※1 当初+5月補正…平成26年度当初予算がいわゆる「骨格予算」のため、通年予算として5月補正を含めています。 



 資料2 予算規模(他都市比較) 
      （平成26年度予算） 

大阪市の平成26年度の予算は、一般会計、全会計とも政令市の中で最も大きい規模 

40,575

15,363

11,574

8,986
7,988

13,360

35,153

4,580 7,152

5,804
5,450

26,798

16,404

6,884

17,646

5,407

11,457
12,359

19,204

5,768

44,845

37,000

16,814

8,848

5,581
4,649

3,753

6,171

14,182

2,576 3,663

2,762 2,741

10,574

7,395

3,797

7,071

2,807

5,856 5,421

7,763

2,889

30,713

30,713

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

大
阪
市

札
幌
市

仙
台
市

さ
い
た
ま
市

千
葉
市

川
崎
市

横
浜
市

相
模
原
市

新
潟
市

静
岡
市

浜
松
市

名
古
屋
市

京
都
市

堺
市

神
戸
市

岡
山
市

広
島
市

北
九
州
市

福
岡
市

熊
本
市

東
京
都

大
阪
府

億円

全会計 一般会計

平成26年度 予算総額 

31 



6,430 
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1,784 
2,215 
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2,922 

7,193 
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個人市民税 法人市民税 固定資産税・都市計画税 その他の税

 資料3 市税(他都市比較） 
      （平成26年度予算） 

市税総額は6,430億円で、政令市の中で2番目の規模 

大阪市の個人市民税の市税総額に占める割合は、政令市の中で最も低く、 

法人市民税の市税総額に占める割合は最も高い 

市税税目別構成比（平成26年度予算） 

市税総額 (平成26年度予算) 
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 資料4 歳出構造の推移 
      （平成15～25年度決算、26年度予算） 

 人件費や投資的経費の抑制を図っているものの、 

生活保護費などの扶助費や公債費といった義務的経費が高い伸びを示している 

4,876 4,519 4,195 3,575 3,517 3,130 4,007 3,520 3,303 2,633 2,869
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2,686億円

8,585 8,778 8,677 
8,416 8,490 8,501 

8,866 9,370 9,789 
9,600 9,443 義務的経費
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4,091 3,887 3,825 5,105 4,553 3,919
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歳出の性質別経費の推移(一般会計) 
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 資料5 義務的経費の推移 
      （平成15～25年度決算、26年度予算） 

3,144 3,013 2,853 2,682 2,648 2,455 2,336 2,295 2,305 2,209 1,977 1,969

3,404 3,595 3,688 
3,741 3,847 

3,952 4,350 
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5,060 5,186
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2,180 
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億円

年度

人件費 扶助費 公債費

 義務的経費の内訳では、扶助費の割合が年々高くなっている 

 一方で、人件費は抑制を図っており、減少を続けている 
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 資料6 市債残高(他都市比較) 
      （平成25年度決算） 
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 資料7 健全化判断比率（実質公債費比率） 
      （他都市比較）（平成25年度決算） 

 実質公債費比率は、公債費の財政負担の度合いを測る指標であり、18％以上の団体は、 

起債に許可が必要 

 大阪市は、２５年度決算において9.０％と早期健全化基準を大きく下回っており、 

政令市で５番目に低い数値 

25%以上 

早期健全化基準 

18%以上 

起債に要許可 

16%未満 

届出で起債可 

実質公債費率 (平成25年度) 

％ 
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 資料8 健全化判断比率（将来負担比率) 
      （他都市比較）（平成25年度決算） 
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 将来負担比率は、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する割合 

 大阪市は152.5％と早期健全化基準を大きく下回っており、前年度比28.3ポイント改善 

 比率が相対的に高い要因は起債残高が多いためであるが、都市インフラの整備を進めたこ

とによる保有資産が大きいことを示している 
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％ 
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 資料9 経常収支比率(他都市比較) 
       （平成25年度決算） 

扶助費・公債費の割合が高く、経常収支比率が高い要因となっている 
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